
職 員 公 舎 点 検 確 認 業 務 仕 様 書 
 

１．業務名  県南地区職員公舎点検確認業務 

 

２．業務期間  180 日間 

 

３．業務内容 

１）建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 12 条第２項（敷地及び構造）及び第４項（建築設

備等）の規定に基づく点検業務。(以下「点検」とする。) 

２）官公庁施設の建設等に関する法律（昭和 26 年法律第 181 号）第 13 条第 1 項を準用する建築

物に支障がないことの確認業務。（以下「確認」とする。） 

 

４．業務対象施設（共同住宅）及び所在地 

 別表のとおり。 

 

５．点検・確認方法 

１）以下の技術基準等に基づき業務を実施すること。 

①国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン 令和５年版 

（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課保全指導室監修） 

②特定建築物定期調査業務基準 2021 年改訂版（一般財団法人 日本建築防災協会） 

③建築設備定期検査業務基準書 2023 年版（一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター） 

④防火設備定期検査業務基準 2020 年改訂版（一般財団法人 日本建築防災協会） 

 

６．点検・確認実施 

１）受注者は、あらかじめ各地区の職員公舎管理担当者と点検確認日程等の打合せを行った上、

業務計画書を作成し、作業実施前に管財課及び職員公舎管理担当者に提出すること。なお、業

務計画書には次の内容を記載するものとする。 

 ①業務概要 

 ②実施工程表 

 ③業務体制及び組織表 

 ④安全管理 

 ⑤使用機材等（校正が必要な機材については校正証明書を添付） 

 ⑥業務内容及び手順 

 ⑦業務管理（作業完了確認、写真撮影要領等） 

 ⑧緊急時の体制及び対応 

 ⑨作業員名簿 

 ⑩資格免状の写し 

 ２）事前に必要な図面及び点検記録、その他の資料は管財課又は各職員公舎管理担当者に連絡を

取り準備すること。 

３）点検・確認に際しては、各職員公舎管理担当者から不具合等の内容についてヒアリングを行

った上で点検にあたること。なお、ヒアリングの内容について議事録として記録すること。 

 ４）点検・確認は、２名以上の有資格者が同時又は個別に調査を行い、照合を経た上で点検表に

記入すること。 

 ５）防火設備については必要に応じて専門業者等を手配のうえ、必ず作動確認を行うこと。 



７．報告書作成 

１）既存の図面及び現地調査を行い、指定の様式により報告書を作成する。 

２）該当する部位、設備等がない項目については斜線を記入し適用しない。 

 

８ 管理技術者は一級建築士とする。 

 

９．実施者（資格者）は点検・確認の内容に応じ、下記のいずれかによるものとする。 

 １）一級建築士 ２）二級建築士 ３）特定建築物調査員資格者証の交付を受けた者 

 ４）建築設備検査員資格者証の交付を受けた者 ５）防火設備検査員資格者の交付を受けた者 

 

10．成果品 

 成果品の提出は下記による。 

１）すべてをまとめたもの：電子データ（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）：1 部、紙製本：１部 

 ２）各地区（花巻・遠野・北上・奥州･一関･千厩）毎にまとめたもの：電子データ（ＣＤ－Ｒ又は

ＤＶＤ－Ｒ）：各 1 部、紙製本：各１部 

成  果  品 様 式 

１ 指摘事項総括表 

２ 各地区職員公舎表紙 

３ 保全台帳 

１）建築物等の概要 保全台帳 様式１ 

 ２）点検及び確認記録 保全台帳 様式２ 

４ 確認シート 

５ 点検確認結果図 

６ 関係写真 

７ 建築基準法に基づく定期点検記録 

 １）定期点検記録（敷地および構造） 点検様式１－１ 

 ２）点検記録表（敷地および構造） 点検様式１－２ 

 ３）定期点検記録（建築設備等） 点検様式３－１ 

 ４）点検記録表（換気設備） 点検様式３－２－１ 

５）点検記録表（非常用の照明装置） 点検様式３－２－３ 

６）点検記録表（給水設備及び排水設備） 点検様式３－２－４ 

７）定期点検記録（防火設備） 点検様式４－１ 

８）点検記録表（防火扉） 点検様式４－２－１ 

９）点検記録表（防火シャッター） 点検様式４－２－２ 

８ 官公庁施設の建設等に関する法律に基づく確認用チェックシート 

９ 公舎管理担当者からのヒアリング議事録 

※ １．指定様式により提出すること。（様式の電子データは発注者より提供） 

  ２．電子データの保存形式は、Word、Excel、PDF、JWW とすること。 

 



11．その他 

 １）次に挙げる費用は受託者の負担とする。 

  ① 点検・確認に必要な工具類、測定器具及び消耗品 

  ② 受託者の責に帰すべき施設、設備の破損及び汚損等の復旧 

  ③ 下請けに要する費用 

 ２）本仕様書以外の事項については協議して定めるものとする。 

 



    別表）業務対象施設（共同住宅）及び所在地 

№ 施設名 戸数 構造 階数 

建 

築 

年 

経過 

年数 

延床 

面積 

(m2) 

点検対象 確認対象 防火設備（枚） 

所在地（住所） 
敷地 

および 

構造 

建築 

設備等 

敷地 

および 

構造 

建築 

設備等 
防火扉 

防火 

シャッタ

ー 

1  南城合同公舎１号棟 12 RC 3 1974 50 740.43 ● ● ● ● ‐ ‐ 花巻市南城 104 

2  南城合同公舎２号棟 10 RC 2 1990 34 751.22 ● ● ● ● ‐ ‐ 花巻市南城 104-1、104-2 

3  六日町職員公舎 34 RC 4 1991 33 1683.32 ● ● ● ● 4 3 遠野市六日町 2-20 

4  花園合同公舎 7 RC 2 1981 43 394.98 ● ● ● ● ‐ ‐ 北上市花園町 3丁目 4-56 

5  鍛冶町合同公舎 12 RC 3 1971 53 531.12 ● ● ● ● ‐ ‐ 北上市鍛冶町 1丁目 5-11 

6 北栗林合同公舎１号棟 10 RC 2 1986 38 742.04 ● ● ● ● ‐ ‐ 奥州市水沢字北栗林 50-1 

7 北栗林合同公舎２号棟 8 RC 2 1986 38 584.50 ● ● ● ● ‐ ‐ 奥州市水沢字北栗林 50-1 

8 八日町合同公舎２号棟 12 RC 3 1979 45 838.62 ● ● ● ● ‐ ‐ 奥州市江刺八日町 2丁目 6-2 

9 高梨合同公舎１号棟 4 RC 2 1985 39 306.28  ● ● ● ‐ ‐ 一関市萩荘字高梨南方 39-1 

10 高梨合同公舎２号棟 8 RC 2 1985 39 437.80  ● ● ● ‐ ‐ 一関市萩荘字高梨南方 38-1 

11 中里合同公舎Ａ棟 4 RC 2 2001 23 368.31  ● ● ● ‐ ‐ 一関市上日照 9-15-1 

12 中里合同公舎Ｂ棟 4 RC 2 2001 23 368.31  ● ● ● ‐ ‐ 一関市上日照 9-15-1 

13 
久保田職員公舎 

(単身用) 
25 RC 4 1993 31 

1,388.2

2
 ● ● ● 5 1 一関市千厩町千厩久保田 16-1 

14 
久保田職員公舎 

(世帯用) 
6 RC 3 1993 31 449.67  ● ● ● ‐ ‐ 一関市千厩町千厩久保田 16-1 


